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 第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は，仙台市契約規則（昭和３９年仙台市規則第４７号。以下「規則」とい

う。）第３４条から第３７条に規定する検査，検査の立会い，検査の方法，目的物の引き渡

しについて必要な事項を定め，検査の円滑かつ適正な執行を図ることを目的とする。 

 

（検査の種類） 

第２条 検査の種類は次のとおりとする。 

１ 工事検査（工事及び工事関連の製造（以下「工事」という。）の請負契約に係る検査） 

（１）完成検査   

工事の完成を確認するために行う検査 

（２）一部完成検査 

  工事の完成前に指定部分の引渡しが必要である場合に，指定部分の完成を確認するため

に行う検査 

（３）既済部分検査 

  工事の完成前に契約金額の一部を支払う必要がある場合に，既済部分を確認するために

行う検査 

（４）精算検査 

工事の契約解除に伴い，出来形部分を確認するために行う検査  

（５）中間検査 

工事の過程において，完成後外部から検査が困難な部分の確認その他必要がある場合に

行う検査 

２ 委託検査（委託契約に係る検査） 

（１）完了検査  



委託業務の完了を確認するために行う検査 

（２）一部完了検査 

  委託業務の完了前に指定部分の引渡しが必要である場合に，指定部分の完了を確認する

ために行う検査 

（３）既済部分検査 

委託業務の完了前に契約金額の一部を支払う必要がある場合に，既済部分を確認するた

めに行う検査 

（４）精算検査 

委託の契約解除に伴い，既履行部分を確認するために行う検査 

（５）中間検査  

委託業務の過程において，契約の履行状況の確認その他必要がある場合に行う検査 

３ 物品検査（物件の買入れ契約（物件の製造請負契約及び修繕請負契約を含む。）に係る検

査） 

（１）完了検査 

物件の完納その他の給付の完了を確認するために行う検査 

（２）一部完了検査 

物件の完納その他の給付の完了前に既済部分の引渡しが必要である場合に，既済部分を

確認するために行う検査 

（３）部分検査 

物件の完納その他の給付の完了前に契約金額の一部を支払う必要がある場合に，既納部

分を確認するために行う検査 

（４）精算検査 

 物件の契約解除に伴い，既納部分を確認するために行う検査 

（５）中間検査 

物件の完納その他の給付の完了前の過程において，契約の履行状況の確認その他必要が

ある場合に行う検査 

 

（検査員） 

第３条 この要綱に基づく検査を行うため，検査員を置くものとし，検査員は，次の各号に

掲げる区分に応じ，仙台市事務決裁規程（平成元年訓令第７号。以下「決裁規程」という。

）に規定する検査を所掌する者又はその指名する職員とする。 

（１）工事検査を行う検査員 

検査課長又は検査課長が指名する検査課の職員とする。ただし，第２４条に規定する各

課検査及び第２４条の２に規定する委任検査にあっては，工事に係る事務を所掌する課

の長（以下「工事担当課長」という。）又は工事担当課長が指名する当該課の職員とする

。 

（２）委託検査を行う検査員 

決裁規程に規定する委託契約の金額に応じ当該委託契約に係る検査を所掌する者又はそ

の指名する職員とする。 



（３）物品検査を行う検査員 

検査課長又は検査課長が指名する検査課の職員とする。ただし，第２４条に規定する各

課検査及び第２４条の２に規定する委任検査にあっては，物件に係る事務を所掌する課

の長若しくは教育局の学校の校長及び園長（以下「物件担当課長」という。）又は物件担

当課長が指名する当該課の職員とする。 

２ 検査員の名称は，次の各号のとおりとする。 

（１）専門検査員（工事検査及び物品検査を行う検査員に限る。） 

検査課長又は検査課長が検査を行う者として指名した検査課の職員 

（２）指名検査員（工事検査を行う検査員に限る。） 

工事担当課長又は工事担当課長が指名する当該課の職員 

３ 工事担当課長は，前項の指名検査員を指名したとき又は変更したときは，速やかに，検

査課長に報告するものとする。 

 

（検査員の服務） 

第４条 検査員は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１５第２項，

規則その他の関係法令に基づき，適正に検査を行わなければならない。 

２ 検査員は，検査を実施するために必要な知識及び技術の修得に努めるものとする。 

 

（兼職の禁止） 

第５条 この要綱に基づき工事検査を行う者は，特別の必要がある場合を除き，当該工事に

係る仙台市請負工事監督要綱（平成８年３月２８日市長決裁。以下「監督要綱」という。）

第２条に規定する監督職員と兼ねることが出来ない。 

２ この要綱に基づき委託検査を行う者は，特別の必要がある場合を除き，当該委託契約が

仙台市委託業務成績評定要領（平成23年2月25日財政局長決裁。以下「委託評定要領」とい

う。）第２に規定する評定対象の建築設計及び土木設計，測量，地質調査その他の工事に関

連して行う委託業務並びに補償物件等調査算定業務（以下「建設工事関連委託」という。）

にあっては，同要領第３に規定する調査職員と兼ねることが出来ない。 

 

（検査台帳の整理） 

第６条 検査員は，検査経過を明確にするため，工事検査台帳（様式第１）及び物品検査台

帳（様式第２）に検査内容を記録し，整理するものとする。 

 

 第２章 検査 

第１節 通則 

（契約締結の通知等） 

第７条 契約課長並びに規則第１条の２第１項第２号の区契約担当課の長（以下「契約担当

課長」という。）は，この要綱に基づく検査（委託検査及び物品に係る第２４条に規定する

各課検査は除く。）に係る契約を締結したときは，速やかに，契約書，仕様書，設計書その

他の関係書類（以下「契約書等」という。）を検査課長に送付するものとする。 



２ 検査課長は，契約書等の送付を受けたときは，検査台帳に必要な事項を記録した後，工

事検査に係る契約書等を速やかに，工事担当課長に送付するものとする。 

３ 前２項の規定は，契約の変更及び解除に準用する。 

４ 検査課長は，検査を円滑に行うために必要があるときは，工事担当課長又は物件担当課

長に対して検査予定表その他の資料の提出を求めることができる。 

 

  第２節 工事検査 

（検査の方法） 

第８条 検査は，契約書等及び契約の履行状況等に関する各種の記録（写真，電子媒体によ

る記録を含む。以下「各種記録」という。）に基づき，適正に行わなければならない。 

 

（検査の基準） 

第９条 検査を行うため必要な基準は別に定めるものとする。 

 

（検査員の権限） 

第１０条 検査員は，検査を行うにあたり，必要があると認めるときは，契約の相手方（以

下「受注者」という。）に対し工事の目的物について，その一部を破壊若しくは分解するよ

う求め又は説明を求めることができる。 

２ 検査員は，検査により，工事の目的物について是正を要する部分を発見したときは，工

事担当課長を経て，受注者に対し，工事検査指示書（様式第３－１）により当該部分の是

正を指示しなければならない。ただし，軽易な是正については，検査員が口頭で指示する

ことを妨げない。 

３ 前項の規定により工事の目的物について是正の指示を受けた受注者は，当該部分の是正

を完了したときは，速やかに，その旨の報告書（様式第３－１）を工事担当課長に提出す

るとともに，当該是正をした部分について検査員の検査を受けなければならない。 

 

（検査の立会い） 

第１１条 検査は，受注者及び監督職員が立会いのうえ行なわなければならない。 

 

（検査の手続） 

第１２条 工事担当課長は，受注者から工事の完成の通知又は部分払の請求があったときは，

当該工事が検査に適する状態にあることを確認した後，速やかに，検査請求書（様式第３

－２）に契約書等及び契約の履行状況等に関する各種記録を添えて，検査員に請求するも

のとする。 

２ 検査員は，前項の規定により検査請求を受けたときは，速やかに，検査通知書（様式第

３－３）により工事担当課長に通知するものとする。 

３ 前２項の規定は，精算検査に準用する。この場合，第１項の「受注者から工事の完成の

通知又は部分払に係る請求があった」とあるのは「契約解除に伴い必要がある」と読み替

える。 



（工事成績評定） 

第１３条 検査員は，仙台市工事成績評定要領（平成２５年３月１９日財政局長決裁。以下

「工事評定要領」という。）により工事成績の評定（製造請負契約は除く。）を行い，工

事成績調書を作成する。 

２ 工事担当課長は，前条に規定する検査請求と併せ，監督職員が工事評定要領により評定

（製造請負契約等は除く。）し作成した工事成績調書（工事成績評定採点表含む）を検査

員に提出するものとする。 

３ 工事担当課長は，指名検査員が工事成績調書（工事成績評定採点表含む）を作成した場

合，速やかに，検査課長に提出するものとする。 

４ 検査課長は，第１項及び第３項に規定する工事成績調書の写しを契約担当課長及び工事

担当課長に送付するものとする。 

 

（工事成績評定結果の通知） 

第１３条の２ 市長又は区長（以下「市長等」という。）は，工事成績評定を実施したときは

，遅滞なく，工事成績評定通知書（様式第４－１）に，工事評定要領別添１又は別添２の

工事成績評定採点表により算定した項目別評定点が記載された書面を添付して，当該工事

の受注者に対して評定結果を通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けた受注者は，通知を受けた日から起算して１４日（「休日」

を含む。）以内に，書面により，市長等に評定の内容について説明を求めることができる。 

３ 市長等は，前項の規定による説明を求められた場合は，工事成績評定に係る説明書   

（様式第４－２）により回答するものとする。 

 

（検査の完了） 

第１４条 検査員は，完成検査を行ったときは，速やかに，完成検査書（様式第３－４）を

作成するものとする。 

２ 検査員は，一部完成検査，既済部分検査及び精算検査を行ったときは，速やかに，一部

完成検査書（様式第３－５），既済部分検定調書（様式第３－６）及び精算検定調書（様式

第３－７）を作成するものとする。 

３ 検査課長は，前２項に規定する検査書及び検定調書を速やかに，工事担当課長に送付す

るものとする。 

 

（工事成績評定の修正） 

第１５条 工事担当課長及び検査課長は，第１３条の２の通知をした後，第１３条の規定によ

り作成された工事成績評定を修正する必要があると認められる場合は，必要な措置を講じる

ものとする。 

２ 第１３条の２の規定は，前項の場合について準用する。この場合において，同条第１項中

「工事成績評定通知書（様式第４－１）」とあるのは「工事成績評定修正通知書（様式第４－

３）」と読み替える。 

 



第３節  委託検査 

（検査の方法） 

第１６条 検査は，契約書等及び契約の履行状況等に関する各種記録に基づき，適正に行わ

なければならない。 

 

（検査員の権限） 

第１６条の２ 検査員は，検査を行うにあたり，必要があると認めるときは，受注者に対し

委託業務の成果について，説明を求めることができる。 

２ 検査員は，検査により委託業務の成果について是正を要する部分を発見したときは，委

託業務に係る事務を所掌する課の長（以下「委託担当課長」という。）を経て，     

受注者に対し，委託業務検査指示書（様式第５－１）により当該部分の是正を指示しなけ

ればならない。ただし，軽易な是正については，検査員が口頭で指示することを妨げない。 

３ 前項の規定により委託業務の成果について是正の指示を受けた受注者は，当該部分の是

正を完了したときは，速やかに，その旨の報告書（様式第５－１）を委託担当課長に提出

するとともに，当該是正をした部分について検査員の検査を受けなければならない。 

 

（検査の立会い） 

第１６条の３ 検査は，受注者及び契約の適正と履行確保に必要な監督を行う職員（第５条

第２項に規定する建設工事関連委託にあっては調査職員）が立会いのうえ行なわなければ

ならない。  

 

（検査の手続） 

第１６条の４ 委託担当課長は，受注者から委託業務の完了の通知又は部分払（区分払）の

請求があったときは，当該委託業務が検査に適する状態にあることを確認した後，速やか

に，検査請求書（様式第５－２）に契約書等及び契約の履行状況等に関する各種記録を添

えて，検査員に請求するものとする。 

２ 検査員は，前項の規定により検査請求を受けたときは，速やかに，検査通知書（様式第

５－３）により委託担当課長に通知するものとする。 

３ 前２項の規定は，精算検査及び中間検査に準用する。この場合，第１項の「受注者から

委託業務の完了の通知又は部分払（区分払）に係る請求があった」とあるのは，精算検査

にあっては「契約解除に伴い必要がある」に，中間検査にあっては「履行状況の確認その

他必要がある」と読み替える。 

 

（委託業務成績評定） 

第１６条の５ 検査員は，委託評定要領により委託業務成績の評定を行い，委託業務成績調

書を作成する。 

２ 委託担当課長は，前条に規定する検査請求と併せ，調査職員が評定し作成した委託業務

成績調書を検査員に提出するものとする。 

３ 検査員は，第１項の規定する委託業務成績調書の写しを契約担当課長及び委託担当課長



に送付するものとする。 

 

（委託業務成績評定結果の通知） 

第１６条の６ 市長等は，委託業務成績評定を実施したときは，遅滞なく，委託業務成績評

定通知書（様式第６－１）に委託評定要領第４第２項の規定により作成された項目別評定

点又は業務評定点（総合点）の内訳が記載された書面を添付して，当該委託業務の受注者

に対して評定結果を通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けた受注者は，通知を受けた日から起算して１４日（「休日」

を含む。）以内に，書面により，市長等に評定の内容について説明を求めることができる。 

３ 市長等は，前項の規定による説明を求められた場合は委託業務成績評定に係る説明書（

様式第６－２）により回答するものとする。 

 

（検査の完了） 

第１６条の７ 検査員は，完了検査を行ったときは，速やかに，委託業務完了検査書（様式

５－４）を作成するものとする。 

２ 検査員は，一部完了検査，既済部分検査，精算検査及び中間検査を行ったときは，速や

かに，委託業務一部完了検査書（様式５－５），既済部分委託業務検定調書（様式５－６）

，委託業務精算検定調書（様式５－７）及び委託業務中間検査書（様式５－８）を作成す

るものとする。 

３ 委託契約に係る検査を所掌する者は，前２項に規定する検査書及び検定調書を速やかに，

委託担当課長に送付するものとする。 

 

（委託業務成績評定の修正） 

第１６条の８ 委託担当課長及び検査員は，第１６条の６の通知をした後，第１６条の５の

規定により作成された委託業務成績評定を修正する必要があると認められる場合は，必要

な措置を講じるものとする。 

２ 第１６条の６の規定は，前項の場合について準用する。この場合において，同条第１項

中「委託業務成績評定通知書（様式第６－１）」とあるのは「委託業務成績評定修正通知書

（様式第６－３）」と読み替える。 

 

（委託契約の履行に係る検査の合議） 

第１６条の９ 決裁について合議をする事案を定める要領(平成２６年３月２７日総務企画局

長決裁)の規定に基づき，次の各号に掲げる検査の決裁については，それぞれ，各号に掲げ

る者に合議をするものとする。 

（１）１件５００万円以上の委託契約の履行に係る検査の決裁については，局に係るものに

あっては当該局における予算及び決算事務の主管課長，区及び総合支所に係るものに

あっては当該区及び総合支所の総務課長。 

（２）測量，土木・建築設計又は地質調査の委託契約で１件３，０００万円以上のものの履

行に係る検査の決裁については，局に係るものにあっては当該局における予算及び決



算事務の主管課長並びに検査課長，区に係るものにあっては当該区の総務課長及び検

査課長。 

 

第４節  物品検査 

（検査の方法）  

第１７条 検査は，契約書，仕様書，その他の関係書類に基づき，適正に行わなければなら

ない。 

 

（検査の時期） 

第１８条 検査員は,次の各号の一に該当するときは，速やかに，検査を行うものとする。 

（１） 給付の完了の届出があったとき 

（２） 物件の既納部分につき検査の願出があったとき 

（３） 中間検査の願出があった場合で，その願出が適当と認めたとき 

（４） 前各号に定めるもののほか，検査を必要と認めたとき 

 

（検査の執行） 

第１９条 検査員は，次の各号に掲げる事項について検査を行う。 

（１） 品質，形状，寸法及び銘柄の照査 

（２） 標本，ひな型，図面等に対する適否 

（３） 数量又は計量の照合 

（４） その他契約条項の確認 

２ 検査員は，検査にあたり，試験，据えつけ，試用等の措置をする必要があると認めると

きは，その結果を待って合否の決定をするものとする。 

 

（抽出検査） 

第２０条 検査員は，納入された物件が多量であり，かつその種類及び規格が同一であると

き又は納入場所が多数に及ぶときは，一部を抽出して検査することにより，全部の物件の

合否を判定することができる。 

 

（補修等を要する物件の処理） 

第２１条 検査員は，検査の結果，納入された物件を不合格と判定した場合において，履行

期限までに当該納入に係る物件の取替え，補修等を完了する見込がないと認めるときは，

当該契約を締結した契約担当課長の承認を得て履行期限を変更し，受注者に当該変更後の

期限までに取替え，補修等をするよう求めることができる。 

２ 取替え，補修等を求めた物件の検査については，当該取替え，修補等に係る部分のみの

検査を以て全体の検査に代えることができる。 

 

（納期遅延物件の報告） 

第２２条 検査員は，履行期限後に給付があった物件については，受注者から遅延理由書を



徴し，納期遅延報告書（様式第９）を作成するものとする。 

２ 検査課長は，前項に規定する報告書を速やかに，契約担当課長に通知するものとする。 

 

（検査調書の作成） 

第２３条 検査員は，検査を行ったときは，速やかに，所定の検査調書（様式第１０）を作

成するものとする。ただし，見積書兼承諾書により契約した場合は，同書下部検査調書欄

を用いるものとする。 

２ 検査課長は，前項に規定する検査調書等を速やかに，物件担当課長に送付するものとす

る。 

 

第３章 雑則 

（各課検査） 

第２４条 決裁規程の規定により各課の長（教育局の学校の校長及び園長を除き，また，自

動車（特殊車両を含む。）に関する検査（別表１０．需用費の項⑷及び⑸に掲げるものを除

く。）にあっては，庁舎管理課長とする。）の権限に属する検査（委託契約に係るものを除

く。）は，別表第１の支出科目の欄に掲げる支出科目の区分に応じ同表の物件等の欄に掲げ

る物件の購入，請負等の契約とし，当該各課の長がこの要綱に定める検査課長の権限を行

うものとする。ただし，第３条，第７条，第１３条第３項及び第４項，第１５条の規定は

除くものとする。 

２ 決裁規程第２７条の規定により教育局の学校の校長及び園長の権限に属する検査は，別

表第２に掲げる契約とし，学校の校長及び園長がこの要綱に定める検査課長の権限を行う

ものとする。ただし，第３条，第７条の規定は除くものとする。 

 

（委任検査） 

第２４条の２ 検査課長が指定した工事検査並びに物品検査にあっては，当該各課の長（教

育局の学校の校長及び園長含む。）が，この要綱に定める検査課長の権限を行うものとする

。ただし，第３条，第７条，第１３条第３項及び第４項，第１５条の規定は除くものとす

る。 

 

（緊急措置） 

第２５条 検査員は，検査にあたり次の各号の一に該当すると認めるときは，直ちに上司に

報告し，指示を受けて，必要な措置を講じるものとする。 

（１） 自らの判断で処理することが困難な場合 

（２） 事態が重大で早急に処理を必要とする場合 

 

 附  則 

 この要綱は，昭和４６年８月１日から実施する。 

    附  則 

 この要綱は，昭和５３年４月１日から実施する。 



    附  則 

 この要綱は，昭和５９年７月１日から実施する。 

    附  則（平成元年１月１３日改正） 

 この改正は，平成元年４月１日から実施する。 

    附  則（平成元年３月２３日改正） 

 この改正は，平成元年４月１日から実施する。 

    附  則（平成４年３月２７日改正） 

 この改正は，平成４年４月１日から実施する。 

    附  則（平成６年５月３０日改正） 

 この改正は，平成６年６月１日から実施する。 

     附  則（平成８年３月２９日改正） 

  この改正は，平成８年４月１日から実施する。 

     附  則（平成８年１２月２７日改正） 

  この改正は，平成９年１月１日から実施する。 

     附  則（平成９年３月３１日改正） 

  この改正は，平成９年４月１日から実施する。 

     附  則（平成１０年３月３１日改正） 

  この改正は，平成１０年４月１日から実施する。 

     附  則（平成１１年３月３１日改正） 

  この改正は，平成１１年４月１日から実施する。 

     附  則（平成１４年３月２９日改正） 

  この改正は，平成１４年４月１日から実施する。 

     附  則（平成１９年３月６日改正） 

  この改正は，平成１９年４月１日から実施する。 

     附  則（平成２０年５月１日改正） 

  この改正は，平成２０年５月１日から実施する。 

附  則（平成２３年２月２５日改正） 

  この改正は，平成２４年４月１日から実施する。 

附  則（平成２５年３月１９日改正） 

  この改正は，平成２５年４月１日から実施する。 

附  則（平成２６年３月２７日改正） 

  この改正は，平成２６年４月１日から実施する。 

附  則（平成２７年３月２６日改正） 

  この改正は，平成２７年４月１日から実施する。 

附  則（平成２８年３月２８日改正） 

  この改正は，平成２８年４月１日から実施する。 

附  則（平成２８年９月２９日改正） 

  この改正は，平成２８年１０月１日から実施する。 

附  則（平成２９年３月３０日改正） 



  この改正は，平成２９年４月１日から実施する。 

附  則（令和２年３月３０日改正） 

  この改正は，令和２年４月１日から実施する。 

附  則（令和４年９月２０日改正） 

  この改正は，令和４年１０月１日から実施する。 

附  則（令和６年３月２２日改正） 

  この改正は，令和６年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２４条関係（各課検査） 

別表第１（1/2） 

 

支出科目 

 

一連

番号 

 

物   件   等 

 

 

各 節 共 通 

 

１ 

 

（１） 契約事務の取扱いに関する要綱第４条に基づき，各課所 

掌事項契約したもの（委託契約除く。） 

（２）その他検査課長が認めたもの 

 

 

２ 

 

 

１件５０万円未満のもの（委託契約を除く。） 

 

 

７  報 償 費 

 

 

３ 

 

全部 

 

１０ 需 用 費 

 

４ 

 

（１）薬品・医療機器類・理化学機器類 

（２）印刷物・看板・表示板・懸垂幕・横断幕 

（３）国の検定を必要とするものの修繕 

   （例 計量器・酸素ボンベ等） 

（４）タイヤ・再生タイヤ・タイヤチェーン・チューブ・バッテ 

リー・蒸留水・自動車用部品 

（５）自動車の修理（庁舎管理課の指示による。） 

（６）洗剤（調理・洗濯用）およびトイレットペーパー 

（７）各種電球（蛍光灯含む。） 

（８）電子記録媒体（録音テープ・コンパクトディスク等）・計器

用等記録紙・トナー・ＯＡ機器用リボン 

（９）諸現像液・フィルム（Ｘ線・カメラ） 

（10）複写用紙（ＰＰＣ用紙・第二原図用紙・感光紙等） 

    ストックフォーム・上質紙・ラシャ紙等各種紙類 

（11）燃料及び油脂類 

（12）貸与品及び支給品 

 

 

１１ 役 務 費 

 

 

５ 

 

全部 

 

１４ 工事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

（１） １件500万円未満の土木・建築工事及び１件300万円未満の 

電気・機械工事（ただし，検査課長が特に必要と認めたも 

のを除く。） 

（２） 公共施設等（道路，河川，下水道，農業施設，緑地，その他 

の公共施設及び公共建築物）の修繕・補修後，速やかに供用 

する必要がある工事（地震・大雨等災害により公共施設等を 

緊急的に復旧する必要がある工事を含む。ただし，別途実施 

する本格的な復旧工事は除く。） 

 

 



 

 

別表第１（2/2） 

 

支出科目 

 

一連

番号 

 

物   件   等 

 

 

１５ 原材料費 

 

７ 

 

全部 

 

 

１７ 備品購入費 

 

８ 

 

 

（１）医療機器類・理化学機器類 

（２）消火器（街頭消火器含む。）消火用ホース 

（３）学校用の机・椅子（児童，生徒用に限る。） 

 

 

１９ 扶 助 費 

 

 

９ 

 

一時扶助 

 

 

そ の 他 

 

１０ 

 

（１）用品調達事業費で購入するもの 

（２）緊急を要する修繕 

（３）直営工事に伴う水道・ガス管などの修繕 

（４）買収用地 

（５）東京事務所の用に供するもの 

 

 

 

 

別表第２ 

  

契     約 

 

 

 需 用 費 

 

 

（１） 教材教具等学校で使用する物品で１件５０万円未満のもの 

（２） 車両以外のものの修繕で１件５０万円未満のもの。ただし， 

施設・設備に係る修繕については１件１０万円未満とする。 

 

 

備品購入費 

 

 

教材教具等学校で使用する物品で１件５０万円未満のもの 

 

 

役 務 費 

 

 

１件５０万円未満のもの 

 

 


